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9月議会へ②新しい福祉への取り組みについて
　日本ではいま、新たな社会問題が顕在化しています。

　自殺者は年間３万人を超え、その原因のトップは「健康問題」、なかでも「うつ病」が最多です。しかも、うつ病は年々増えており、有病者数は推計250万人に上るといわれています。

　それだけではありません。ドメスティック・バイオレンスの相談件数は過去最多を記録し、親などによる子どもへの児童虐待に至っては全国201ヶ所の児童相談所が2009年度中に住民などから受けた児童虐待の相談件数は前年度比3.6％増の4万4210件に達し19年連続で増え続けています。大阪市西区のワンルームマンションで幼児2人の遺体が見つかった事件などのむごさは想像を絶します。

　さらに一人暮らしの高齢者の数が増え続けている事も見逃せません。地域社会とのつながりが希薄になる中、単身世帯の６割が孤独死を身近に感じ、不安を覚えています。また、100歳以上の高齢者で所在が分からない事が判明した人の数は8月11日現在、全国で190人に達し、大きな社会問題になってきました。

　一方、私たちは安定した雇用環境があってこそ、安心して生活を送れます。しかし、いまや労働者の３人に一人が派遣等の非正規雇用であることから、不安定な雇用の改善が急がれています。そこへ、１ドル85円台という円高・ドル安の嵐が襲っています。

　これらは、これまでの社会保障制度では想定し得なかった「新しいリスク」です。このため私たち公明党は「新しい福祉」を提案しています。以下、我がまちの新しい福祉への取り組みについて伺いたい。

（1）我がまちにおける「うつ病」有病者数や「ひきこもり」の実態をどう認識しているか伺う

（2）大阪の２幼児放置死事件でも、住民と児童相談所や行政との連携のあり方が問われています。子どもの安全確保優先の対応について伺う

（3）我がまちにおける高齢者所在確認業務の実態と、高齢者所在不明のような事実があるのかどうか伺う。

（4）我がまちの市民の雇用の実態をどう認識し、その取組みを伺いたい。また円高がもたらす地域経済、雇用への影響について伺いたい。

<<　参考　>>

（1）うつ病対策

公明新聞　2010/0618　「新しい福祉社会」を築く

公明新聞　2010/06/19　主張「新しい福祉」

公明新聞　2010/07/10　公明党が提案する新しい福祉

公明新聞　2010/07/21　見てわかる認知行動療法

公明新聞　2010/07/29　自閉症者の自立支援

公明新聞　2010/08/11　解説ワイド「引きこもり70万人」

（2）2幼児放置死事件

公明新聞　2010/07/30　児童虐待相談、過去最多を更新

朝日新聞　2010/08/12　私の視点「子どもの虐待防止　安全確保最優先の対応を」

公明新聞　2010/08/10　主張「深刻化する児童虐待」

（3）高齢者不明問題

毎日新聞　2010/08/12　100歳以上所在不明190人

朝日新聞　2010/08/06　高齢者不明、見えぬ実態

（4）雇用問題

公明新聞　2010/06/18　中小企業・雇用を守る―青森市

公明新聞　2010/06/19　高校中退者のニート化防げ！―相模原市

公明新聞　2010/07/02　若者の働きたいを応援
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